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で推進されようとしていたことが明らかにした。その支持論にはイギリスでの議論を援
用する形で「戦苦の共同負担」や「総力戦における大衆強化」が理由として唱えられた。
マスメディアや知識人層は主要交戦国の経験をわがことのように受容し、対応策を求め
るという形で社会政策としての戦時利得税を要求したのである。このことは大戦が間接
経験とはいえ日本の政策思考、あるいは政策に正統性を与えるものの変化を促したこと
を示している。つまり「大衆」の存在が一層意識されるようになったのである。一方で
政府は当初財界発展の観点から資本への重課を避けようとしていた。しかし一九一七年
後半にロシアが戦線を離脱し、日本陸軍の大陸への派兵が現実味を帯びてくると、その
財源として戦時利得税は一転して導入されることとなった。この際政府は同税が社会政
策として支持を得やすいことを認識していた。「社会政策（あるいは福祉政策）」の持
つ大衆政策としての側面と総力戦政策としての側面が一連の経緯から看取できるのであ
る。 
 本稿を通じて明らかになってきたように、大戦期の各国に共通する総力戦政策を日本
も導入しており、それは必ずしもドイツから影響を受けたものではなかった。特に政軍
関係的な視点では文民優位の総動員運営を英米から学んでいた。これは国内的に考えれ
ば一九二〇年代の軍令に対する軍政優位や、政府と協調的な陸軍省の姿勢に繋がるもの
と理解できる。一方で国際的には、一九一七年以降急速に連合国の共同枠組みへの関与
度合いを深める中で、資源の英米依存の是正と総力戦に向けた自給経済の確立を図るた
めの対中政策の積極化と、西欧世界に対する精神的自立化が促されたといえよう。総力
戦体制確立に向けた大陸政策の積極化は従来から指摘されてきたことではあるが、戦間
期の日本人の認識枠組みを形成する大戦期の経験を具体的に明らかにしたことは本稿の
意義である。これら各章で明らかにしてきたことは、戦間期における日本の総力戦政策
研究を進めるにあたり、その土台を提供するものであると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
